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フランス戦後国有化研究基礎資料

原　　輝　　史

　フラソスは，先進資本主義国のなかでは，もっとも国有産業や国有企業の多

い，混合経済体制の国として知られている。石炭，ガス，電力などのエネルギ

ー部門では，産業全体が国有化され，金融，保険，輸送部門でも，国有企業の

比率が高くなっており，公益事業とば無縁の製造業分野でも，自動車のルノーや

航空機エンジンのスネクマ（S－N．E．C．M．A）杜などの国有企業がみられるω。

このような，国有産業や国有企業は，解放直後の1946－47年に集中的に成立し

たものである。したがってフラ：■ス混合経済体制の現実を理解しようとすれば，

その成立期の国有化政策を分析することが必要である。そこで本稿では，フラ

ンス国有化問題を解明する準備作業として，研究史を整理し，第2次大戦後の

国有化に関する多様な見解の具体的な検討を意図するものである。

　即ち，以下においては，（I）戦後国有化の研究史，（lI）杜会主義者の主張，

（皿）人民共和派（Mouvement　Repub1lcan　Popula1re）の見解，（lV）経済学

者（F、ベルーおよびL．ポーダン）の定義および，（V）国有化反対論の論拠

を各々紹介する。

I　戦後国有化の研究吏

　フランスにおける戦後国有化の研究史は，次の五つに分類することができる。

まず第1のグループとLては，産業国有化という，解放後の犬規模な経済構造

の改革に直面して，国有化の定義や意義を論じた啓蒙的書物が出版された。こ
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れらの書物は，1945年，1946年に集中的に上梓されたが，それは解放後のフラ

ソス国民に，各党派の立場から，国有化の目的や方法を宣伝する役割を担って

いた。すたわち，大戦中のレジスタソス評議会綱領（Charte　du　Consei1de

1a　R6sistence）で決定されていた国有化プログラムを，杜会党，共産党，人民

共和派，知識人やサソディカリストなどの各立場から，解説し，自己の国有化

計画を主張したものである。その主要なものをあげるならば，杜会党系のプー

ラソ（P．POulan）のr国有化とは何か？」ωや匿名の「国有化の賛否」帽iがあ

り，人民共和派の発行したものには，r国有化」ωやrトラスト」㈲などがある。

また，経済学者，ベルー（F，PerrOux）も「国有化」；6〕と題する書物を出版し，

当課題についての活発な発言を行なっている。その他，フレシネ（J．Fraissinet）

のr海運業を国有化すべきか？」ωが，1945年に出版され，同年パリで開催さ

れた国有化間題に関するコソファランスの内容もrフラ1■ス経済の大改革」181

と題して出版されている。ラヴェルニュ（B．Lavergne）のr国有化の諸間

題」⑲1が出版されたのは，翌1946年のことであっれ

　第2のグループは，当時の経済新聞や各種の雑誌に掲載された，国有化に関

する記事である。これらの記事は，進行しつつあった国有化のなまの実態を伝

えており，国有化当時の世論の動向や杜会的背景を理解するのには，極めて有

益である。1947年のr杜会法雑誌」（Droit　Social）の第9号には，アドリアソ

（A．H．Adrian）による，国有化関連記事の詳細なリストが掲載されておりω，

これによって我々は，1947年以前の主要新聞記事や雑誌記事のほとんどすべて

を知ることができる。これらの主要記事は，前述の杜会法雑誌やr杜会経済雑

誌」（Revue　Ecomomicque　et　Sociale）ω，r経済雑誌」（Economie）胸，およ

びr議会・政治雑誌」（Reマue　Po11tlque　et　Parlementalre）胸などにみること

ができる。

　第3のグループは，国有化の理論的研究や国有化実施にあたっての具体的技

術に関するものである。このジャソルの研究は，それほど多くはない。理論的
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研究としては，カザロフ（Konst．Katzarov）による一書がみられ幽，賠償金

の算定方法等については，ロワゾ（P・Loiseau）により，電気およびガス産業

を事例とした研究がなされている胸。その他，コルバン（Ch．Corbin）によっ

て，国有企業の管理面についての研究が発表されており㈹，また，グロソダイ

ムの研究ωとリブロによる資料集も刊行されている胸。

　第4の研究グルーブは，国有化の実態にアプローチしたものであり，産業別

に国有化の過程を解明したり，国有化の歴史的動向を把握したり，国有化の成

果を検討したりするものである。これらの研究は，国有化が一段落した1950年

代以降出版されている。その主要なものをあげるたらば，ヴェントナァ（M．

V㎝tenat）のr国有化の経験」㈹，サンソワ（A．Sensoy）のr7ラソスにお

げる国有化の動向」20やソヤンタルム（R　Genda㎜e）のr産業的国有化の7

ランスの経験」㈲などがある。その他，ベイ（M．By6）㈲やモランド（L．Mo－

rando）㈲の研究がみられる。英語文献としては，英仏比較研究のロブソン

（W・A・Robson）による，r国有産業の諸問題」幽や仏伊比較研究のエイノディ

（M・Einaudi）のrフランス・イタリァの国有化」㈲が，1957年に出版されて

いる。また，ポーム（W・C・Baum）のrフランス経済と国家」㈱が上梓された

のは，1958年のことであった。その他ラニエルによる著作が発表されている帥。

　最後に，第5の研究グループとしてあげておくべきものは，1970年代以降，

さかんに出版されている，国有化政策の今後の展開に関する著作である。これ

らの文献は，総選挙などの折に各政党の政策提示との関連で出版されており，

経済史的研究の対象としては，一定の留保が必要とされよう陶。また，日本に

おける研究としては，公益企業論の立場からの堀田和宏氏の研究㈲や民主的国

有化を展望した玉村博巳氏の研究飼，また，国有企業の管理様式などに就いて

の，田端博邦氏の一連の業績がみられる例。さらに，戦後フランスの金融集団

に関する藤本光夫氏の著作働も，国有化の背景を理解するにあたり禅益すると

ころが大である。
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1I　杜会主義者の主張

　最初にポーラソ（P・POu1an）の見解をとりあげてみよう乳国有化は・かね

てからの杜会主義老の主張だと考えるポーラソは，国有化の三つの目的を次の

ように規定している。まず第1の目的は，国家を巨大民間企業の支配から解放

することであり，国家に対する巨大私企業の直接的および間接的影響力を排除

することであった。第2の目的は，企業経営原則の転換であり，株主への利益

分配を前提とした私企業の《利潤》動機のかわりに，集団利益への奉仕として

の《サーヴィス》概念を導入することであった。第3には，企業内における真

の民主主義の実現であり，労働者がただ単に労働を提供するのみならず，より

活発に企業生活に参加し，彼らの疎外感を排除することであった。これは，労

働者に経営参加の道をひらくものである幽。

　次に，国有化の3形態として，彼がとりあげているのは，いわゆる国家管理

化（6ta主isation　proprement　dite）協同組合（coop6ratives）および産業化さ

れた国有化（nationa1isations　industrialis6es）の3タイプである。以上の3

形態においては，生産手段の私益への従属を廃止し，生産手段を集団利益への

麦配下におくことを前提としている。

　第1の国家管理化については，企業委員会（cOmit6d’entreprise）の創設を

提案し，そこに従業員，消費者および国家の代表を参加させること，その経営

にあたっては，国家からの自律性をもつよう配慮することが主張された。第2

の協同組合は，生産遇程ではなく，分配過程に対する公益原則の介入と考える

ことができよう。第3の産業化された国有化が，ポーランによるともっとも典

型的な国有化形態と考えられているので，以下その特徴をまとめてみよう。

　産業化された国有化の場合にも，取締役会（conse11d’ad血1nlstratlon）に

は，国家，生産老および消費者の3者代表が参カロすることが必要である。これ

らのメンバーの指名について述べるならば，国家代表は，各大臣が関係省庁の
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代表を任命する。生産老代表は，組合から選出されており，その選出は困難で

はない。困難なのは，消費老代表の選出方法である。例えば，製鉄業の消費者

は，鉄工業界だが，この場合にも，最終消費老の代表をも参加させるべきで，

具体的にば商業会議所，消費協同組合などの代表が想定されていた。また，管

理者と従業員との緊密な協力のため各種合同委員会（COmit6miXte）の設立，

昇進制度の改善および年賃金の15－20％をこえない範囲内での，従業員の利潤

参加制度の確立が主張されたのである。

　また，株式の国家への移転にあたって問題となるのは，どの階層の株主の株

を国家が取得すべきかということである。投機的大株主の株と，勤労大衆の小

額の株とは，区別すべきだと考えられていた。国家による私企業の株式取得価

格をどのように算定するかも困難な間題である。さらに，賠償金の支払い方法

については，国家が現金で直接支払うのか，または，新生国有企業の株式のか

たちで，旧株主へ分配するのかも検討すべき間題だとされたのである。

皿　人民共和派の見解

　次に人民共和派の国有化の主張を検討してみよう闘。人民共和派にとっての

国有化は，杜会主義老の意図する国有化とは，一線を画している。彼らにとっ

て経済とは，国民への奉仕と国益（int6rεtS　natiOnauX）への貢献とを目的と

すべきものなのである。従って，「フランス経済の国有化とは，経済および産

業の組織化，企業改革，計画に基づく経済運営をふくむ全体的政策なのである。

当政策の究極の目的である企業国有化は，本質的には国家による管理組織の奪

取に存し，このようにして，私益は，かりに存在するとしても，より従属的た

地位におとされるのである。」鮒我々は，この人民共和派の主張のなかに所有権

の移動を伴なわず，既存の生産手段の所有関係を保持Lながら，経営管理面へ

の国家介入を強化しようとする主張を看敢することができよう。まさしく彼ら

にとっては，企業を改革して，国家の手中へとその管理運営権をおさめること
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が，フラソス経済を国益（int6rεtS　nati㎝auX）に従属させる重要な一手段だ

ったのである。

　また，この派の主張は，1945年以前のフラソスにおける国有化の事例を検討

し，その欠点を次のように指摘している。それによると国有企業は，経済的に

は採算がとれなかったのである。国有企業においては，製造原価が私企業より

高くなり，労働条件の改善や労賃の上昇による負担も大きいのである。また，

国有化は杜会的にもそれほど意義がたく，労働者の支配者を変化させたにすぎ

なかった。杜会間題の解決は，国有化よりもむしろ，企業改革や経済組織の改

革によらなければならない。だが，心理的には，国有化が共同労働の成果を労

働者に還元しているという印象を労働者に与えていたのも事実である。生産性

については，国有化政策を推進するよりは，自由経済体制を存続させる方が，

より高度の生産性を保証できると考えられていた。だが，国有化が，競争企業

の存在を可能とする合理的産業体制を確立した場合にば別である。現在までの

ところ，国有化の長所と考えられるものは，需要にみあった生産を行ない両老

の調和を計ることや国家を資本主義的トラストから解放し，その政治的猿立を

保証したことである。

　戦後国民経済の再建のため，国民各層がそれぞれの立場から協力することを

望んだ，人民共和派の国有化の原則は，以下のようなものであった。まず第1

に，国有化の対象とすべき産業とは，（イ）公益事業，（口）国民に有益な産業，ω私

企業のイニシャチブを欠如した産業，⇔消費者の福祉に反する産業および，㈱

国家の独立を脅かす産業であった。第2の原則は，需要と供給とを調和させる

ための経済計画（Plan6cono㎜ique）の枠内で行使しうる，r管理された自由」

（1ibert6contro16e）を国有部門に与えることである。また，第3の原則は，

公益を害さない場合においては，自由部門（secteur1ibre）を可能な限り保証

することである蜘。

　国有化を戦後経済の万能薬とは考えず，経済改革の一手段にすぎないと主張
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する，人民共和派は，国有化すべきでない産業を明確に規定し，国有化の無制

隈の波及を防止しようとした。すなわち，もし，産業組織（0rganiSatiOn

professione11e）が，整傭され，健全に作動するならば，国有化は基軸部門に

隈定されるべきである。また，企業改革（r6formede1’entrephse）が完全

に実施されれぱ，国有化は不要であると主張された。さらに，統制経済体制

（r6gime　d’6conomie　dirig6e）が，もし創設されるなら国有化政策を拡大す

る必要がないのである。また株式資本の役割が少ない相互会杜（SOCi6t6S

mutuelleS）形態の保険会杜ば，国有化の対象とすべきではないとし，国家が

十分の技術開発力や管理能力をもたない，特殊製品，例えばガラスエ業などの

国有化は，思いとどまるべきだとされたのである。したがって，彼らの国有化

リストに載ったのは，公益事業，信用機関，エネルギー産業，輸送，軍需工場

および外国トラストである。

　最後に，国有企業の法形態として考えられるのは，①公団（r6gie　directe）

②独立採算公益企業（se岬ice　public主gestion　autonOme）③公私混合会杜

（sOci6t6d’6cOnOmie　mixte）④バブリツク’コーポレーショソ（pub1ic　coo－

pOratiOn）であった。形態の採用にあたっては，公益が私益をコソトロールで

き，私企業に劣らぬ収益をあげ，健全な財政運営を行なうのに最適と考えられ

る，公私混合企業か，パブリック・コーポレーショソこそが，望ましいと主張

されている。

　以上が人民共和派の主張であるが，ここで強調しておきたいのは，彼らは，

国有化よりも，当時進展しつつあった「家族・教育・政治革命」（r6vo1ution

fami1iale，sco1aire　et　politique）の重要性に注目していることである。従っ

て，資本主義企業の国有部門への移転は，他党の主張するように，杜会主義移

行へのワン・ステップなどではなく，あらゆる経済組織をフラソス国家へと奉

仕させるための動員手段だったのである。
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w　経済学者の定義

経済学者の見解としては，ペルー（F．Pe耐oux）とボーダン（L・Baudin）

の意見を紹介しておこう。ペルーは，国有化の定義から出発する㈱。彼は，ま

ず最初に国有化（Nationalisation）と国家化（Etatisation）の差異を明確にす

る。それによると，NatioI1a1isationとは，ある産業分野の全体または一部を，

Nation（国民）の手中に委ねることであり，Etatisationとは，Etat（国家）

に委ねることである。従って，国家直営のEtatisationと異なり，Nation－

a1iSati㎝の場合にその経営管理権は，国家へではなく国民各層の代表からな

る経営委員会に委任されなげれぱならない。次に，NationalisationとCo1le－

ctiマisationの差異を述べるならば，COllectivisatiOnとは，公権力が国民経済

全体をその支配下におくことであり，Nationalisationは，ごく限られた産業

や企業に関連するもので，いわば，r限定された集産化」（COl1eCtiViSation　li－

mit6e）と考えることができる倒。

　1918－1939年までの国有化は，経済的にも社会的にも失敗であったとするベ

ルーは，戦後国有化の目的は，政治的には，国家を私企業の寄生的支配から解

放すること，経済的には，国家による経済の管理（direction　de1’6conomie

par　l’Etat）を達成することの二つだと考えた。そして，国有化実施の必要条件

を短期的および長期的条件に区分して検討したのである。まず短期的条件とし

ては，①国有企業運営などのための専門的知識を持つ人材の養成，②確実た国

有化計画と国有化実施後の経済管理および調整機関の設立，③国有化実現の困

難さをあらかじめ予想しておくことなどが必要とされた。長期的条件としては，

混合経済体制の確保のため，市場が破壊され次いことが必要であり，自由競争

原理にもとづく価格決定のメカニズムが廃棄されないことが重要だとされた。

国有化の結果生じた混合経済体制は，市場機能を欠如した経済ではなく，rグ

ループ間市場経済」（une6conomie　de　march6entre　groupes）なのである。
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　国有化の対象とされる産業の状態については，次の二つの条件を具備してい

ることが必要とされた。まず第1には，産業集中が進展し，独占状態に近い産

業であることが重要な条件とされる。無隈の分散状態を示す，中小企業を国有

化し，これをコソトロールすることは，不可能である。但し，この集中化は，

必要条件ではあるが，十分条件でばない。というのは，芥予産業（moutarde）

が集中化しているからといって，国有化の必要性は認められないからである。第

2には，基幹産業（industries－c1efs）の国有化という公式を再検討しなければ

ならない。基幹産業の国有化という主張は，戦前からのC．G．T．の主張では

あるが，これを盲目的に踏襲してはならない。というのは，現代経済は，まず

第1に，垂直的構造からなり，原材料から完成品への連続的関係が存在してい

る。原材料の生産に打撃を与えれば，これは最終商品へも影響を与えるのであ

る。また現代経済は，鉄鋼やセメントなどの基礎価格の影響を受げているが，

これらの基礎商晶は，経済発展の段階に応じて変化するのである。最後に，現

代経済には，かつて考えられなかったほどに，補完財とでもよぶべき，信用や

サーヴィス業の比率が高くなってきている。以上の諸点からみて，固定的な基

幹産業などという考えは存在せず，同一経済においても，その発展度に応じて

基幹産業は変化してくるのである。従って，短期の政治的目的を達成するため

には，盗意的に国有化のリストを拡犬することは望ましくない。長期的な経済

の均衡を確立しようとするならば，節度ある国有化を実施しなげれぼならない。

以上が国有化対象産業についての，ペルーの主張である。

　国有化を実施するにあたって，基本的困難さは，国有部門と私有部門との関

係に存する。というのは，論理のことなった両部門を統合することが必要だか

らである。まず第1の間題は，国有部門は，私有部門と同水準の生産性をあげ

て収益を高めることよりも，原材料や製品をより安価に提供し，経済活動への

奉仕を心がげるべきである。他方，私有部門は，市場経済のもとで，最犬利潤

を追求すべきなのである。この両部門を統合するため国有化が進展すればする
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ほど，経済計画のプラン，内容，その厳格な実施が重要となるであろう。第2

の困難さは，混合経済体割の不安定性にある。これは経済的というよりは，む

しろ心理的な国民の反応の問題である。もし人々が，国有化を労働者の勝利に

直結して考え，国有化を労働者の自由と利潤の増大の手段と考えるならば，国

有化の動ぎは，とどまるところを知らなくなってしまうであろう。資本主義体

制の完全な転換を望まない国家は，やがてこの国有化の動きに歯止めをかける

ようになるであろう。

　資本主義経済を破壊し，部分的計画経済と分権的杜会化（me6COnOmie

de　p1anification　partielle　et　de　socialisation　d6centralisξe）を達成する

ことを目的とする，ペルーは，次の3点に及ぶ現状認識を行なっていた。すな

わち，現状は，ヨーロッバ経済の再建動向も判明しない，戦後の緊急事態下に

おかれていること，臨時政府のもとにぽ，国有化政策については，多様な，し

ばしば対立する見解をもった党派が結集していること，それにもかかわらず，

政府の手中には，企業支配のための経済的，法律的な手段がおさめられていた

ことである。

　このような現状認識のもとで，ベルーは以下のような提案を行なっている。

まず，第1には，懲罰的国有化は，時宜をえたものではあるが，経済機構の運

営上ば，好ましくないので停止すべきである。第2にには，労働老をフラ1■ス

国民経済のなかに定着させるためには，次のような手段をとる必要がある。即

ち，国有化に反対する旧来の法律を排除し，共同管理（COgeStiOn）などの方

式を前進させ，緊急に国有化政策を実施し，具体的教育とすべきなのである。

具体的計画をもたない窓意の国有化，また早熟的国有化ば，労働老階級の永続

的利益に反することになろう。そして1918－1922年にかけてロシアで行なわれ

た国有化の無秩序さ（d6sordre）を回避すべきだと主張したのである㈹。

もうひとりの経済学老，ボダソ（L．Baudin）の見解を次に検討してみよう㈹。

国右化の概念をフランス国民に明確に示すのは，経済学者の義務だと考えるボ

　860



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　77

ダンは，まず最棚こ国有化，国家管理化，杜会化の原則を説明している。ボダ

ンによると国有化（natiOnaliSatiOn）とは「企業または企業グループの所有権

および経営管理権を国民へと移転すること」（transf6rerき1a　nation1a　pro－

pri6t6et1a　gestion　d’me　entreprise　ou　d’un　groupe　d’entreprises）㈲で

ある。国有化とは，国家管理化（Etatisati㎝）とはことなり，企業の所有権お

よび経営管理権が，国家へではなく，国民へと移転することなのである。すな

わち，国有企業は，国家によって経営されるのではなく，国民各層の代表者，

より具体的には，消費者（COnSOmmateurS），利用老（uSagerS），企業家（en－

trepreneurs），技師（techniciens），労働者（ouvriers），資本家（capita1istes）

および発明家（in▽enteurS）からなる，委員会の経営にまかされるべきなので

ある。これに対して国家管理化（Etatisation）は，私企業の所有権および経営

権を国家が取得することであり，国民各層の経営への参加はありえない。次に

杜会化（SOCia1iSatiOn）とは，何か。国有化とは，資本主義国家が，一国経済

全体ではなく，その一部のみに隈定して実施する政策である。従って国有化は，

農業や中小企業までを対象とするものではない。これに対して，杜会化（SOCi－

aliSatiOn）は，杜会主義国家のもとにおげる，経済全体の系統的な公有化であ

り，この場合私企業のr株式は没収」（COnfiSquer　leS　aCtiOnS）されることに

なる㈲。

V　国有化反対論

　次に国有化に対する反対論とその論拠を検討してみよう。国有化に対する反

対論は，（1）道徳的側面，（2）政治的側面，（3）杜会的側面，（4）経済的・技術的側面

から考察される幽。

　まず，（1）遣徳的側面に関しては，レジスタンス綱領が“共同労働の成果であ

る夫生産手段の国民への復帰”（retourき1a　Natlon　des　grands　moyens　de

production　qui　sont1e　fmit　du　travail　commun）を規定し，“事実上の独
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占”（mOnOpOle　de　fait）状態下の，ユネルギー，地下資源，保険，銀行を国

有化の対象としていることに対Lて，次のような反論が展開される。①大生産

手段という表現のもとで，物財を生産しない保険や銀行が国有化の対象とされ

ている表現上の矛盾，②“事実上の独占”を国有化するといった場合に，実際

に自由競争の存在状態と独占の進展度をどう測定するか？　真の独占を形成L

ている企業が国有化のリストに入っていないのではないか？③“共同労働の

成果”という表現が使われているが，個別企業は，抽象的な国民全体の労働の

成果というよりは，具体的な個別資本および労働の結果生じたものなのである。

④“国民への復帰”については，次のような点からの反論がみられた。経営認

可制度をとっている鉱山業については，認可期間が終了すれば，無償で国有化

が可能であり，国家財政の疲弊している犬戦後に，何故賠償金まで支払って国

有化する必要があるのか？　また，経営認可制度下の産業を中途で国有化する

くらいなら，認可制度を廃止し，最初から国有企業形態で経営した方がよいで

あろう。銀行や保険会杜のように認可制度下にない企業は，国家の援助なしに

資本家の個人的努力によって創設，経営されてきたものである。この個人的努

力の成果を何故“国民へ復掃”させることが正当化されるのか。⑤ある人々は，

“自然資源”（richesses　nature11es）は，すべての人々に必要なので，特定の

人によって利用されるのは，不適切だといっている。だが，“自然資源”を国

有化すべきというならば，農林水産業が国有化の対象となるべきなのに，リス

トからはずされているのは，矛盾してい乱⑥公益事業（ガス，水道，電力，

運輸）に関しては次のように反論された。公益事業は，公共の福祉（interさt

ger6ral）という観点から供絵の安定性が期待され，国有化の対象とたったもの

ではあるが，公益事業の範囲の確立は，困難である。例えば，夫都市のガスや

電力の販売が公益事業だとした場合，その生産や配送も必然的にそうなるの

か？　また公益事業といえども，遇去においては私企業のイニシャチブで不断

の進歩をとげてきたのに，何故赤字を生みやすい国家の経営に委ねる必要があ
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るのか。さらに公益事業は，料金決定などに関し，すでに国家のコントロール

を受けており，あらためて国右化する意義は少ないのである。第⑦の議論は，

巨大トラストの，戦争責任の問題である。戦争中独軍のため生産を行なった巨

犬企業は，懲罰として，没収すべきだとの主張がある。だが占領下で，かりに

個別企業がドイツ軍に反対したとしても，それらはドイツ軍に接蚊され独軍に

よって経営されることになるので，フラソス人が生産活動を継続したことは，

むしろ逆に国益を守ったのである。すなわち，工場が閉鎖されなかったために，

生産設備が破壌されずに維持され，フランス人労働者にフランス国内での労働

を提供し，その生活を保障してきた。また，製品の一部は7ランス人にも提供

されたのである。ドイツ軍への協力という点では，巨夫私企業よりも，むしろ

P．T．TやS．N－C．Fのような国有企業の方が大きな貢献をしたのである。

第⑧の議論は，巨大トラストは，その経営が秘密裡に行なわれ，会計報告には

粉飾がほどこされるという主張である。だがこれはむしろ，中小規模の家族企

業にみられることである。組織が大きくなるほど，会計基準は厳格となると考

えられるのである。また第⑨には，巨夫トラストは夫部分の株主の無関心を利

用して，少人数の資本家がその経営を独占していると主張されているが，現実

には，全株主の総意をくみとり，全株主を集めて株主総会を開催することは，

物理的にも不可能次のである。

　次に（2）政治的側面についての反対論は次のとおりである。国有化は，政府が

国民の意思にもとづく決定を実現するためのもっとも重要な手段だと主張され

ている。だがこの考えは必ずしも正しくない。というのは，もっとも顕著な国

有化を実施したのは，国民の意思を抑圧したファシスト国家だったからである。

　また（3）杜会的側面に関する議論ば，次のようになる。国有化は，私益を追求

する巨犬トラストの支配から労働者を解放する手段であると主張されているが，

国有化終了後国家直営方式で経営が行なわれる場合には，労働者は巨大トラス

トの支配から解放されるとしても，相変らず国家の支配下におかれることにな
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る。したがって，労働者福祉を発展させるには，国有化よりもむしろ経営参加

制度の確立に対して多くの努力がむけられなければならない。

　次に（4）経済的側面についての議論をみておこう。①まず国有化は・国民をト

ラストの支配から開放するという主張がある。たしかに，消費老や中小企業が

トラストの支配下におかれているのは望ましくはないが，私的所有の廃止後，

彼らは単一の公的トラスト，すなわち国家の支配下におかれ，依然として抑圧

されるのである。第②の議論としては，国有企業は，特定株主の個人利益のた

めに働くのではなく，公益のために働くものだといわれている。だが国有化の

対象となる大企業は，個人によってではなく，既に多数の株主，特に機関株主

によって所有されているので，特定個人の利益を追求するのではない。また，

国有企業が公益の追求の名目で，特定の人々の利益を追求することもおこりう

るのである。第③には，私企業は，合理化，組織化が不得手であり，国有企業

の方が，安価に大量生産を行ないうるという主張がある。だが，私企業の利潤

動機を原動力にして発達してきたアメリカ資本主義において合理化がその頂点

に達していること，技術革新や発明の多くは，国家ではなく，犬胆な民間企業

家によってなされたことから，上述の主張は正当とは認めがたい。また国有企

業のトップを国家が選任することは，政治権力の経済への介入であり望ましく

ない。さらに国有化により企業規模を大きくすることは，必ずしも好ましいも

のではない。というのは，スケール・メリットには限界があり，中小企業の喪

失は，7ランス資本主義から人間性を奪うことになるからである。第④の議論

は，戦後の経済再建期には，国家の役割が重要であり，とくに国家の財政投資

が重要だというのである。だがすべての投資は，貯蓄からなり，この貯蓄は私

企業によって与えられようが，国家から賦与されようが，大きな差異は存在し

ないのである。第⑤の議論は，民間のトラストや独占体は，国益に反するr経

済的マルサス主義政策」（me　polit1que　de　Ina1thus1amsme6conom1que）

を実施しているという批判である。これは，場合によっては正しい批判である。

　864



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　81

だが，巨大民間企業の“アソタント”（entente）は，無益た過当競争を回避す

るという積極的な役割をも演じている。また，マルサス主義的経済政策は，国

家自体によって促進されたものである。第⑥には，公益のためにのみ働く国有

企業は，労働者に民族的偉大さを感得させると主張されているが，北部の炭田

地帯たどで肉体労働に従事する外国人労働考は，決してそうは感じないであろ

う。第⑦番目には，国有化のみが，経済の合理的運営を可能にするという考え

がある。だが，国家は，国有化以外の諸手段（原材料の割当制，賃金・物価の統

制，銀行利子率の決定etC）によっても国民経済を合理的に運営することがで

きる。また統制経済（dirigisme6conomique）は，戦前のように，すべての努

力が単一の目的に集中している時にのみ有効なのである。第⑧番目には，巨大

トラストは，提供するサーヴ4ス以上の割増金（dime）を利用老から搾取する

といわれるが，国家も国民から税金を徴収しているのである。第⑨番目には，

巨大私企業は，国有化されることにより，公益事業の性格をおび，公共体へ

奉仕するようになると主張されている。だがこの場合には，公益の概念が明確

化され，国有化と同時に他の手段が採用され，国有企業を財政的に自立させる

必要がある。また，国家独占体（monopo1es　d’Etat）が，民間独占体（mono・

pO1e　p曲6）と同じ弊害を生またいように努力することが重要である。

　以上，国右化に対する反対論を紹介してきたが，この反対論は，国有化によ

ってすぺてが解決できると考える安易た態度を排除し，戦後の混乱期において

も“自由と独立”（11bert6et1’md6pendance）を求める人々に，警鐘を打ち

ならしていたのである細。

　以上小稿では，国有化の研究史を整理すると同時に，1946年に出版された国

有化に関する啓蒙的書物のいくつかの内容を紹介してきた。そこでは，国有化

を積極的に促進し，フランス経済再編成の契機にしようとするポーラ：■の著作，

基軸産業の国有化には同意しながらも，過度の国有化の進展を阻止しようとす
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る人民共和派の主張，また，経済学者の立場から，国有化の定義や市場経済の

存続を主張したベルーの見解などが検討されたのである。そして，最後には，

国有化に反対する自由経済原則を厳守する立場からの反論も紹介することがで

きた。戦後7ランス国有化は，このような多様の見解が，政治的に交錆するな

かで実現されたものなのである。

注（1）フラソス産業国有化の実態については，さしあたり次の文献を参照。B．シュノ

　　（長谷川公昭訳）「フラソスの国右企業」白水杜，1970。

　（2）　P－Poulan，Q〃’ωま一〇θσ〃212∫勿ακo〃α〃s”〃o〃5，Paris，1946。
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　　1；椛’”臣φ7ケ∫ε5，Paris，1954．
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⑳　A　Sensoy，1左刎o〃砂3刎伽オ庇5勉α〃o粥ακ∫α〃o榊3沈F畑閉ω。Paris，1952．

⑳R，G・nd・㎜・，助肋舳伽地紬〃・1α棚地刎眺励・〃棚・∫肋・晦P・・i・・

　1950．

㈲M．By6，必刎肋刎挑α肋郷舳月・伽〃”肋吻脇P・㎡・・1948・

⑬　L－M㎝ando，〃s　f伽6伽c㈱αcf惚肋s6召s刎肋舳眺幽o欄。Sanre㎜o，1957。

鋤W．R．Robs㎝，P励1伽∫ガ肋肋吻κ2〃〃6〃∫仰，Lond㎝．

⑳M．Ei胴udi，灼肋刎肋伽効〃肋・・㈱”ψ・N・wY・・k・1957・

鶴W．C．Baum，丁肋〃㈱乃肋伽刎刎”肋∫ま肋・Princeton　UniTersity

　Press，1958．

鋤　M－Laviel，枇伽舳κs棚o脇ゐ1’6126肋c肋。1946・その他の薯作は以下のとおり

　である。A．Barjonet，〃∫物肋刎ぬ励o閥1”∫6伽彬彦80‘棚2，Paris，1949・，

　Anonyme，Rα妙o〃s〃1ω6肋励o勉椛昭2∫肋亙〃肌θ。Paris，1947，Anonyme，

　五α地∫肋”励0”伽C7”｛まゐ8亙肋，Paris，出版年不詳，H．Texier，肋

　ハ肋加勿α〃醐ガo〃肋8S47砂；ω5力肋庇05，Paris，1949一

鯛　これらの薯作をあげるならば，以下のとおりである。PhilipPe　Bτachet・E〃”2一

　〃室㈱〃励0刎眺6232ま∫o肋ぬ刎3，Paris，1977・，Janine　Br6mond，五召5ハ肋ξo一

　刎κ5棚o榊，Paエis，1977．，Georges　Gal1ais－Hamome，工θ∫N棚o伽伽α肋伽δσ惚1

　ヵ〃κ力o〃7ψ〃o｛ノbξ〃，Paris，1977．，FranGois　Morin，五αBαπg秘2召ま1召s　gγo〃一

　力θ∫妻”∂洲”｛45　δ　8ゐ吻72　幽∫助α”0免ακ5α”o〃島　Paris，197τ，Rene　Gaudy，

　Eオ肱肋刎砧焔1”弼磁40拠σκsあ，Paris，1978，etc。

⑳　堀田和宏「フラソス公企業の成立」ミネルヴァ書房，1974年。

㈱　玉村博巳「フラソス企業と国右化間題」同文館，1979年。

鉤　田端博邦「フラソ刈こおける労働老参カ藺制度」（1・2）・「杜会科学研究」第26巻

　6号，27巻1号，その他。

鯛　藤本光夫「転換期の7ラ：／ス企業」同文館，1979年。

鯛　ここでは，R　Poulanのρ〃’2∫彦一ωσ刎伽舳肋勿α伽0肋鮒～を中心にその内

　容を紹介する。

鈎p－P・・1・n，伽ムP・7・

闘　人民共和派の主張の紹介は，前述の，　工α枇地刎伽励0勉による。

鯛　M．R・P・，％｛五，P・2・

帥　M．R．P．，肋タ五，P・7・

鯛　本稿での因右化に関するペルーの見解は，その薯作”5刎肋刎眺α肋㈹Paris，

　1946と杜会法雑誌掲載の論文（Les　nationalisations，ルo〃Soぬ1・パ9・1945）

　　とを参考にしたが，紹介の中心は，杜会法雑誌の論文であ札

鋤　上述”o赫Soc〃。p．347．
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㈹　以上の叙述はF．Peπ0ux，Les　nationalisations，1）〃〃So伽1，n．9．1945，pp，

　348L351にょる直

㈹　L　Baudin，Qu’est－ce　qu’une　nationalisation～，亙ω脇月0肋勿脇功　月α”2I

　刎2〃まあ■θ，1e　1O　dξcen1bre，1945．

⑳　L　Baudin，妨｛五，p－118．

鱒　以上の叙述は，L　Baudin，倣五，PP．119－131による。

幽　国有化に対する反対論は，匿名の著作，Po〃勿Co勿肋1ω1、肋わ閉励5励o犯、

　Pa㎡s，1946にょる。ここでは四つの例面からの考察を同書の構成によって紹介す

　るものである。

細　以上の紹介は，Po〃αC0〃肋12∫棚ξ0舳1芽8α肋椛，の第4章，Arglユ㎜ents

　PouretContrelesNationa1isation，PP．747にもとづく。

868


